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（様式７ 終了時Ａ） 

 

研究プロファイルシート（終了時評価） 

 

研究課題名：N 南海トラフ沿いのプレート間固着状態監視と津波地震の発生状況 

即時把握に関する研究 

（副課題１）南海トラフ沿いのプレート間固着状態監視技術の高度化 

（副課題２）津波地震などに対応した即時的地震像把握手法の開発 

研究期間：平成 28年度～令和 2年度 

研究費総額：51百万円 

研究代表者：干場充之（地震津波研究部研究部長） 

研究担当者：勝間田明男、小林昭夫、田中昌之、安藤忍、弘瀬冬樹、溜渕功史（以上、

平成 28～令和 2 年度）、中田健嗣（平成 28～令和元年度）、藤田健一（平成 28～30

年度）、宮岡一樹（平成 28～29 年度）、前田憲二（平成 28 年度）、西宮隆仁（平成

29～令和 2 年度）、橋本徹夫（平成 29～令和元年度）、露木貴裕（平成 30～令和 2

年度）、永田広平（令和元～2年度） 

（以下、併任）吉田康宏（平成 28～令和 2 年度）、上野寛（平成 28～令和元年度）、

森脇健、田中美穂（以上、平成 28～29年度）、露木貴裕、森田裕貴（以上、平成 28

年度）、甲斐玲子、前田憲二（以上、平成 29～令和 2 年度）、木村久夫（平成 29～

30年度）、案浦理（平成 29年度）、宮岡一樹、岩切一宏（以上、平成 30～令和 2年

度）、山内崇彦（令和元～2年度）、中田健嗣（令和 2年度） 

 

１．研究の背景・意義 

（社会的背景・意義） 

平成 23 年（2011 年）東北地方太平洋沖地震の発生を受け、広範囲で大規模な被害

が懸念され、かつ切迫性が高い南海トラフの大規模地震についての評価及び地震対策

の見直しが各機関において行われている。地震調査研究推進本部は、平成 25年に「南

海トラフの地震活動の長期評価」の改訂版（第二版）を公表し、その中で次の南海ト

ラフの大地震の規模を M8～9 クラスとし、今後 30 年の発生確率を 60～70％と推定し

た（令和 2年時点では 70～80％）。平成 26年 6 月 24日には「経済財政運営と改革の

基本方針 2014（骨太方針）」が閣議決定され、その中で平成 26年 3月に内閣府により

まとめられた「南海トラフ地震防災対策推進基本計画 」を推進することとしている。

この基本計画の中では、「津波に関する情報については、（中略）予測の精度向上につ

いて検討を進める」こと、東海・東南海・南海地域の「時間差発生等への対応」の必

要性が指摘されている。また、「経済財政運営と改革の基本方針 2015（骨太方針）（平

成 27 年 6 月 30 日閣議決定）」には、南海トラフ巨大地震などの自然災害に対し、研

究・人材育成を含め防災・減災の取組を推進するとしている。国土交通省では、平成

26 年に「国土交通省南海トラフ巨大地震対策計画［第１版］」を公表し、重点項目の

一つとして緊急地震速報・津波警報等及び津波観測情報の迅速化・高精度化を挙げて

いる。また、内閣府は平成 25 年に「南海トラフ沿いの大規模地震の予測可能性につ
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いて」の報告書を公表した。その中で、「地震の規模や発生時期を高い確度で予測す

ることは困難である」が、「観測データの変化に基づいてプレート境界のすべり等の

固着状態の変化が検知できれば、不確実性は伴うものの地震発生の危険性が相対的に

高まっていることは言及できそうである」としている。地震調査研究推進本部は、平

成 24 年 9 月に「新たな地震調査研究の推進について」、平成 26 年 8 月に「地震に関

する総合的な調査観測計画～東日本大震災を踏まえて～」を発表した。これらの中で、

「海溝型地震を対象とした地震発生予測の高精度化に関する調査観測の強化（プレー

ト境界の状況を把握することが重要、調査観測から得られる成果を総合的に取り込ん

だモデルを構築することが重要）」を挙げている。平成 25年に科学技術・学術審議会

は「災害の軽減に貢献するための地震火山観測研究計画の推進について」を文部科学

大臣や国土交通大臣などに建議し、その中で「モニタリングによる地震活動予測」や

「地震・火山噴火の災害誘因の即時予測手法の高度化」のための研究について推進す

ることを提言している。平成 29年 9月の中央防災会議防災対策実行会議において、「南

海トラフ沿いの地震観測・評価に基づく防災対応検討ワーキンググループ」の検討結

果が報告された。その報告では、現在の科学的知見からは 2～3 日以内に発生すると

の確度の高い地震の予測は困難であること、東海地震のみならず南海トラフ全体で大

規模地震が切迫していることを指摘している。また、典型的なケースとして、(1)南

海トラフの東側だけで大規模地震が発生、(2)M7クラスの地震が発生、(3)先行現象を

多種目観測、(4)プレート境界面でのすべりが発生をあげて検討した。これを受け気

象庁では、平成 29年 11月から「南海トラフ沿いの地震に関する評価検討会」を開催

し、令和元年 5月からは「南海トラフ地震臨時情報」の発表を開始した。 

 

（学術的背景・意義） 

十数年前から高密度の GPSや高感度地震計の展開により、南海トラフ沿いでは深部

低周波微動・地震（高感度地震計で観測できる微小な振動）を伴うプレート境界の短

期的スロースリップ（ゆっくりすべり）、長期的スロースリップ等が観測されるよう

になってきた。これらはプレート間巨大地震の震源域となりうる固着域周辺で発生し

ている現象であり、プレート間の固着状態に影響を及ぼす可能性が指摘されている。

このため、東海地域だけではなく南海トラフ全体におけるプレート間固着状態の変化

を地震活動、地殻変動の複数の観測手法を用いて検出し、地震サイクルの数値シミュ

レーションによってそれら変化が示す意味に対する理解を深めることが重要である。

また、想定東海地震が現時点で発生していないことから、南海トラフ全体で大規模地

震が発生する可能性について指摘されている。東海地域で巨大地震が発生した場合、

想定東海地震なのか、東南海・南海地域も連動して地震が発生したのか、あるいは今

後連動して地震が発生するか等を評価することは国の応急対策活動や復旧・復興活動

にとって極めて重要である。このため、南海トラフ沿いの地震に関する評価検討会、

地震防災対策強化地域判定会や地震調査委員会等で、発生した巨大地震や今後の巨大

地震の連動可能性についてすみやかに検討できるよう、震源域がどこまで及んでいる

か等を速やかに分析して提供できるようにする必要がある。さらに、過去の南海トラ

フ沿いの地震のうち 1605年の慶長地震は、地震動被害に比べて津波被害が大きい「津
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波地震」であった可能性が指摘されている。平成 23 年の東北地方太平洋沖地震の発

生は、改めて地震の多様性を示す例となっており、津波地震に対しても対策が必要で

ある。現在の気象庁の津波警報システムでは、巨大地震の発生時に規模を過小評価し

ない対策は取られているが、さらに適切な津波警報等を行うために津波地震の識別の

信頼性向上と津波地震の定量的な規模推定を行う必要がある。 

 

（気象業務での意義） 

 南海トラフ沿いにおける地震に関する観測体制の整備が法律（東南海･南海地震に

係る地震防災対策の推進に関する特別措置法（平成 14年 7月 26日法律第 92号））で

求められており気象庁でも観測強化を進めている。平成 29年 11月からは気象庁によ

る「南海トラフ地震に関連する情報」の発表が開始された。本研究課題は、南海トラ

フ沿いの震源域およびその深部延長域におけるプレート境界の固着状態の監視能力

の向上を通じた地震直前の異常検知の早期化への寄与と、地震発生シミュレーション

などによる地震発生に至る過程の解明を通じた南海トラフ沿いの海溝型巨大地震の

観測・監視業務への貢献を目的としている。 

 現在の気象庁の津波警報システムでは、巨大地震の発生時に規模を過小評価しない

対策は取られているが、本研究課題の津波地震の識別の信頼性向上と津波地震の定量

的な規模推定により期待される成果は、さらに適切な津波警報等に寄与する。 

また、東海地域で地震が発生した場合、判定会では発生した地震が東海地震であるか

どうかの判定を行う必要がある。評価検討会では今後連動して地震が発生するか等に

ついて評価を行う必要がある。本研究課題の地震の規模・震源域の広がりを即時に推

定する手法はこの判定に寄与する。 

 

２．研究の目的 

（全体） 

切迫性の高い南海トラフの大規模地震に関連し、プレート境界におけるスロースリ

ップ、プレスリップなど固着状態の変化を検出するための手法を高度化するとともに、

観測された現象と大地震発生との関連性を理解し、地震発生前の的確な情報発信を可

能とする。さらに、津波地震を含む巨大地震の多様な発生状況を想定した地震の規

模・震源域の広がり等を迅速に把握するための手法を開発し、津波地震に対する津波

警報の適切な発表や、東海・東南海・南海地域の時間差発生対応のための割れ残りの

判定により、的確な災害対策に貢献する情報発信を可能とする。これらにより大地震、

津波から国民の生命と財産を守る。 

（副課題１）南海トラフ沿いのプレート間固着状態監視技術の高度化 

南海トラフの大規模地震に関連した、プレート間固着状態変化検出の手法向上と、

観測現象の理解向上による地震発生前の的確な情報発信。 

（副課題２）津波地震などに対応した即時的地震像把握手法の開発 

津波地震を含む大規模な地震発生の的確な把握による、地震発生後のより的確な防

災情報発信。 
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３．研究の目標 

（全体） 

南海トラフ沿いのプレート境界におけるスロースリップ、プレスリップなど固着状

態の変化を検出するための手法を高度化するとともに、その物理的背景（固着域の状

態変化）に関する説明能力の向上を図る。さらに、津波地震を含む巨大地震の多様な

発生状況を想定した地震の規模・震源域の広がり等を迅速に把握するための手法を開

発する。 

（副課題１）南海トラフ沿いのプレート間固着状態監視技術の高度化 

1.1プレート間固着状態のモニタ 

1.1.1 衛星データ（干渉 SAR）による地殻変動検出手法の改良 

プレート間の固着状態の変化による地殻変動を面的に詳細に把握するため、人工

衛星リモートセンシング手法の一つである SAR干渉解析手法の改良を行う。 

1.1.2 スロースリップ変動源推定手法の高度化 

プレート間のゆっくりしたすべり現象について、数か月から数年間継続する長期

的スロースリップによる地殻変動をひずみ計、GNSS等を用いて客観的に検出するな

ど、すべり現象の検出手法、変動源を推定する手法の改良を行う。 

1.2 地震発生の数値シミュレーションによる固着状態推定 

観測された固着状態の変化の物理的背景の理解を進めるとともに、プレスリップ

につながるなど将来の大地震の発生に結びつく可能性について評価する手法を開

発する。 

（副課題２）津波地震などに対応した即時的地震像把握手法の開発 

2.1 津波地震等の検出手法の開発 

津波地震や海底地すべりの発生を検知し、津波予測に用いるための規模等を推定

するための手法を開発する。 

2.2 余震活動の即時把握の高度化 

発生した地震の震源域の広がり把握や、余震発生予測等に寄与するため、地震発

生直後の余震の発生状況について即時に把握する手法を改良する。 

2.3 地震断層のすべり分布推定手法の高度化 

津波予測や連動発生地震の監視に寄与するため、発生した地震のすべり分布を迅

速に推定するための手法を改良する。 

 

４．研究結果 

（１）成果の概要 

（全体） 

 副課題 1のプレート間固着状態監視として、GNSSやひずみ、傾斜データを用いた

スロースリップの検出と変動源の推定精度向上、干渉 SARを用いた定常地殻変動の

検出、地震波形を用いた浅部低周波微動の特徴把握などを行った。また、地震発生

シミュレーションにおいて、最新の観測・解析結果を取り込み、南海トラフ沿い巨

大地震の過去の発生パターンを再現するモデルを構築した。副課題 2の津波地震関

係については、津波地震（破壊伝播速度が遅く、地震動のわりに津波が大きな地震）
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の規模推定手法開発、海底地すべりや山体崩壊に関する事例調査を行った。余震活

動把握のための自動震源決定については、本手法の運用開始後に明らかになった地

震頻発時の震源決定精度低下やエアガンが誤って震源決定されるなどの問題点に

ついて適切な改良を行った。断層すべり分布推定については、遠地地震波を用いた

自動解析手法を開発し、地震発生後 45分程度ですべり分布が得られるようにした。 

（副課題１）南海トラフ沿いのプレート間固着状態監視技術の高度化 

（1.1）プレート間固着状態のモニタ 

・中国地方を領域固定した GNSS 日値を用い、フィリピン海プレートの沈み込みと

逆方向の成分について、南海トラフのプレート等深線 25 km および 30 ㎞沿いに

計算地点を並べ、それら地点を中心とする一定範囲内の観測点の平均を求め、1

年および 1週間の傾斜期間を持つランプ関数との相関を取ることで、南海トラフ

沿いの長期的（1年から数年程度の継続期間）および短期的(数日から 1週間程度

の継続時間)スロースリップの客観的な時空間分布を得る手法を開発した。これ

により、2000～2002年に紀伊水道長期的スロースリップが発生していたことを新

たに指摘し、そのすべり分布を推定した。 

・中国地方を領域固定した GNSS 日値を用い、フィリピン海プレートの沈み込みと

逆方向の成分について 2年間の変化量を求め、あらかじめ南海トラフのプレート

等深線 25 km上を中心とする矩形断層に一定のすべりを与えて計算した理論変位

と比較することで、南海トラフ沿いの長期的スロースリップの 2年あたりの規模

の時空間分布を得る手法を開発した。 

・GNSS日値を用い、2017年春から 2018年秋にかけて発生した志摩半島付近の長期

的スロースリップを検出した。長期的スロースリップ発生期間には隣接する領域

で短期的スロースリップが活性化され、短期的スロースリップによる変位を除く

と長期的スロースリップのすべりの規模は Mw 6.4相当であった。 

・GNSS 日値の解析から、2014 年半ばから始まった紀伊水道における長期的スロー

スリップが 2017 年まで継続し、その規模が 2017 年 1 月時点で Mw 6.7 相当であ

ることを明らかにした。 

・ひずみデータのスタッキング解析により、2013年に開始した東海地域長期的スロ

ースリップのモーメント解放量の時間変化を求めた。このとき、ひずみ計設置後

の緩和的なトレンド変化を補正した解析を行い、GNSSを用いた解析結果と合う結

果が得られた。 

・やや長期間のひずみデータを用いたスタッキングにより、東海地域の短期的スロ

ースリップの時空間分布を明らかにした。 

・ひずみデータを用い、グリッドサーチと SCE-UA 法を組み合わせ、南海トラフ沿

いの短期的スロースリップの矩形断層を推定する手法を開発した。 

・レーザー式変位計及びひずみデータから、これまで報告されていない継続時間約

1 時間のスロースリップ現象を発見した。そのスロースリップは愛知県中部の短

期的スロースリップが発生している期間中に同地域で発生したもので、Mw 5.0ほ

どの規模を持ち Ide et al. (2007)のスロー地震のスケーリング則と調和的であ

った。 

・気象庁に導入済みのすべり位置推定ツールに、ひずみ、傾斜、GNSSそれぞれ単一

のデータを用いてすべり分布インバージョン解析を行えるよう機能を追加した。

また、複数のデータ項目を同時に用いたすべり分布インバージョン機能を開発し

た。 

・防災科研の傾斜データを潮汐・気圧補正し、ひずみデータに傾斜データを追加し
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た場合に、スタッキングによる短期的スロースリップの検知能力が改善されるこ

とがわかった。 

・海底観測システムである DONETの 2015年 9月から 2016年 4月までの連続地震記

録をエンベロープ相関法により解析し、南海トラフの島弧側において浅部低周波

微動が発生していることがわかった。微動は 2015 年 10 月と 2016 年 4 月に発生

しており、深部の微動活動と同様に地震動によるトリガ現象が見られた。 

・南海トラフ沿いの浅部低周波地震の処理にエンベロープ相関法を適用し、2018年

3 月から 6 月にかけ断続的に四国地方南東沖から紀伊半島南方沖で浅部低周波微

動活動が活発なことを示した。 

・2014年 7月～2014年 12月までの連続地震波形を用いて、西南日本の南海トラフ

沿いの深部低周波地震活動に Matched Filter (MF)法を適用してイベントの検出

を行った。その結果、5188 個のイベントを検出し、3744 個の震源を決定した。

イベント検出の際の誤検出率は約 4.0%と低い値であるにも関わらず、MF 法で決

定した震源数は一元化震源カタログに掲載されている同期間、同領域の深部低周

波地震数の約 2倍となった。 

・SAR衛星 ALOSのデータを用いた時系列解析により、御前崎、潮岬、室戸岬、足摺

岬周辺の定常的な地殻変動の検出を行い、面的に詳細でスムーズな地殻変動分布

を得た。2.5次元解析の結果と GNSS観測点の変位を比較し、特に上下方向で 0.5 

cm/年の範囲内で調和的であることを確認した。 

・年平均潮位に日本沿岸の海水位の長期変化傾向を補正して、長期間の地殻上下変

動を推定した。各地点の最近の上下変動速度は GNSSとほぼ一致し、串本では 1925

～1942年に年平均 3 mm強の沈降速度が推定された。 

・2004年紀伊半島南東沖の地震後に行った海底地震計観測から、浅部低周波地震が

紀伊半島南東沖の地震の余震域と近接した場所で多数発生していたことを示し

た。また、浅部低周波地震が 2004 年新潟県中越地震や潮汐に敏感に反応してい

ること、浅部低周波地震と浅部超低周波地震が同じすべり現象であることを示し

た。 

・東海大学と共同で、駿河湾における海底地震計観測を行った。また、これら観測

データに浅部低周波微動が含まれていないか調査するツールを開発した。過去デ

ータへ適用を開始したが、微動活動とみられるイベントは見つかっていない。 

 

（1.2）地震発生シミュレーションによる固着状態推定 

・南海トラフ沿いの巨大地震シミュレーションにおいて、巨大地震の発生履歴、比

較的よくわかっている昭和東南海・南海地震のすべり分布、最新のすべり欠損レ

ート分布、そして繰り返す長期的スロースリップに対応したパラメータを設定し、

それらを再現するモデルを構築した。宝永→安政→昭和の発生順は再現できなか

ったが、各地震のすべり分布は概ね再現できた。 

・2016 年 4 月に紀伊半島南東沖で発生したような M6 クラスの地震が南海トラフ巨

大地震に与える影響について数値モデルを用いて調査した。低角・M 6.5 の地震

を仮定した場合、サイクル終盤に擾乱を投入すると擾乱の半年～1 年以内に巨大

地震を誘発し、規模は若干小さくなった。その他の場合は、巨大地震にはほとん

ど影響を与えない。 

・南海トラフ沿いシミュレーションにおいて、東海と豊後水道の傾斜方向浅部が未

破壊の状態であれば長期的スロースリップが出現する傾向を示した。浅部の未破

壊域によって生じる応力不均一が、その深部に位置する長期的スロースリップの

発生要因となっていると考えられる。1944 年東南海地震や 1946 年南海地震で両
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長期的スロースリップ域の傾斜方向浅部が未破壊と考えられていることと、長期

的スロースリップが現在観測されていることとは整合する。 

・日本海溝沿い（青森県東方沖から房総沖）について、深さ 16-50 km の地震発生

層に M7-8を想定した小さな L（特徴的すべり量）とσ（有効法線応力）を持つア

スペリティ 9 個、海溝軸の浅部に M8-9 及び津波地震を想定した大きな L とσを

持つアスペリティ 3個を設定し、2011年東北地方太平洋沖地震時のすべり分布や

余効すべり分布、M9 前に観測されたスロースリップ、M7-9 の発生間隔を概ね再

現する地震発生シミュレーションモデルを構築した。 

・千島海溝沿い（十勝沖からウルップ島沖）シミュレーションについて、深さ 20-40 

kmの地震発生層に小さな L（特徴的すべり量）を持つアスペリティ 5個、十勝・

根室沖の浅部に大きなσ（有効法線応力）と Lを持つアスペリティ 1個を設定し、

M7-9地震の規模や発生間隔をある程度再現した。ただし、発生パターン（順番）

の再現には至っていない。 

・飯作家文書の中の「大地震富士山焼之事覚書」の原本を確認し、全文を翻刻した。

この史料の観測地は『新収日本地震史料』に記された静岡市ではなく、富士本宮

浅間社のあった富士宮市と考えられる。この史料は富士本宮浅間社および富士宮

市の宝永地震被害、富士宮市から見た宝永噴火、地震被害からの復興に関する史

料として、現存知られているものの中では最も完全なもの、かつ、古い時代に記

されたものと考えられる。 

 

（副課題２）津波地震などに対応した即時的地震像把握手法の開発 

（2.1）津波地震等の検出手法の開発 

・津波地震の規模推定法として、積分変位を用いた方法、複数の帯域の変位振幅を

用いて特徴的周期を抽出する手法などを開発した。複数帯域振幅を用いた手法を、

過去に世界の各地で発生した津波地震を模擬した地震記録及び日本周辺で発生

した規模の大きな地震の記録に適用した結果、一部の過大評価はあるもの、適正

に規模が推定できることが確認された。 

・遠地実体波のスペクトル解析から、代表的な津波地震（Mw7 クラス後半）の特徴

抽出を行った。震源スペクトルを推定し通常の海溝型地震のものと比較したとこ

ろ、気象庁マグニチュードに特徴的な周波数帯でみるとマグニチュード換算で 1

程度小さく震度階級で 2階級低くなる結果が得られた。そこで、スペクトル解析

結果及び先行研究に基づき、津波地震の震源時間関数を設定し、日本各地の地震

観測点での理論波形を算出して時間領域から気象庁マグニチュードを評価した。

その結果、気象庁マグニチュードが津波地震の規模を 1以上過小に評価する可能

性があることが確認された。 

・1998 年パプアニューギニアの地震発生 10 分後の海底地すべりにより津波が発生

したとみられる事例について、地すべりによる地震波の励起の理論計算を行い、

地震発生後間もない地震計記録からでは地すべり現象が検知困難であることを

明らかにした。 

・2018年インドネシアのスラウェシ島パル湾で発生した津波について、観測された

遡上高・ビデオ記録に基づいて地震断層モデルによる津波モデルを再検討し、地

震断層モデルだけでは、津波記録を再現することが困難であることを示した。更

に、それらの遡上高・ビデオ記録を説明しうる海底地すべりによる津波のモデル

を提示した。 

・山体崩壊による津波について、崩壊後の地形を与えた上で崩落させた土砂の移動
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を計算し、その結果に基づいて津波を計算する手法について検討を行った。この

手法を歴史津波観測高の得られている 1741年渡島大島及び 1792年雲仙眉山の事

例に適用し、概ね妥当な予測結果を得た。更に、同手法を過去に山体崩壊を起こ

したことのある富士山に適用し、南方に崩壊した場合には駿河湾に土砂が流入し

て津波を発生する可能性のあることを示した。 

・単独観測で得られる地震動データから、津波来襲の可能性の検知が可能であるか

どうか調査した。加速度記録を積分して得られる 20 秒周期の変位を用いた。比

較的最近発生した M8 クラス以上の地震のデータを用いて、観測点から約 100 ㎞

まで震源域が至る M8 クラスの地震の発生が識別可能であることを示した。ただ

し、東北日本太平洋沖地震の場合には、日本海側の観測点においても津波の危険

性を示すような誤検知も示した。 

 

（2.2）余震活動の即時把握の高度化 

・2016 年 4 月に運用開始した自動震源決定手法（PF 法）の改良を行い、震源出力

条件の見直し、複数の地震が発生した場合には振幅の大きいイベントから処理を

行うこと、及び走時残差が大きな相を削除する等の改良を行った。その結果、島

嶼部及び地震多発時における震源決定性能を向上させた。さらに、ベイズ推定に

おける事前確率を改良することにより、計算結果に変化を与えずに解の収束速度

をわずかではあるが向上した。 

・波形相関を用いた自動震源の識別手法を開発し、2016年熊本地震の自動処理結果

（35,921 個）に適用した。その結果、58％に相当する 20,970 個の地震が目視確

認した震源と同等の精度であり、目視に寄らず精度の高い震源を抽出できた。 

・自動震源決定手法に関連し、海底地震計で特徴的に観測される人工ノイズである

エアガンの信号を、波形の自己相関を用いて効率的に識別する手法を開発した。 

・2016 年 4 月から 2017 年 12 月までの気象庁に導入された PF 法自動震源の処理結

果を評価し、その導入前後で一元化震源カタログのイベント数が 2倍となり、導

入によって震源カタログに系統的な差が生じていないことを確認した。 

・2011 年 3 月の地震波形に震源自動決定手法（PF 法）を適用し、現在の一元化震

源カタログの 2倍以上のイベントを検出した。その結果、東北地方では規模別頻

度分布のべき乗則(GR則)が成り立つ Mの下限を約 1.0程度低下できることを示し

た。 

 

（2.3）地震断層のすべり分布推定手法の高度化 

・解析に時間を要していた遠地実体波震源過程解析の迅速化のため、サンプリング

間隔・基底関数の数等を最適化し、比較的短い処理時間で安定して解が得られる

自動解析プログラムを開発した。その結果、地震発生後約 45 分後に、震源過程

解析結果が得られるようになった。 

・2011 年(M6.1)と 2016 年(M6.3)に茨城県北部において発生した 2 地震の震源過程

を推定した。余震分布からは、これらの 2地震は全く同じ断層面の活動として解

析されたが、震源過程解析からは、2 地震は共通の断層面の活動ではあったが、

すべりが大きかった領域は重なりあってはいないとみられる。 

・2016 年 4 月 14 日と 4 月 16 日の熊本地震の震源過程解析、干渉 SAR 解析を行い、

震源過程解析で推定されたすべり分布をもとにした地殻変動が干渉 SAR解析結果

と整合することを確認した。 

・国内外で発生した規模の大きな地震に伴う地殻変動について干渉 SAR解析を行っ
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た。このうち、イタリア中部で発生した地震とフィリピンレイテ島で発生した地

震については、震源過程解析から得られたすべり分布との比較を行い、矩形断層

モデルの推定を行った。 

 

（２）当初計画からの変更点（研究手法の変更点等） 

  干渉 SARの大気遅延軽減手法については、文部科学省の次世代火山研究推進事業

の課題 B：先端的な観測技術の開発のサブテーマ 2 の中で開発された、気象庁が公

表している数値気象モデルの解析値を用いた大気遅延軽減手法を利用することと

し、この手法を加味した時系列解析を中心に研究を進めた。なお、気象庁数値モデ

ルの変更による軽減手法の妥当性については、火山研究部が実施している火山活動

の監視・予測手法に関する研究の副課題1地殻変動等に基づく火山活動評価の中で、

引き続き手法の改善を検討している。 

  経常研究 S「地震と津波の監視・予測に関する研究」の事前評価の結果、北海道・

千島列島南部沖の地震発生シミュレーションを本課題において実施することとし

た。 

 

（３）成果の他の研究への波及状況 

  本課題の自動震源決定手法により得られた即時・多数の震源データを用いて、重

点研究 B2「地震活動・地殻変動監視の高度化に関する研究」（H26-30）、経常研究 S

「地震と津波の監視・予測に関する研究」（R1-5）の地震活動評価に関する解析が

行われた。また、本課題の干渉 SAR時系列解析手法は、重点研究 B5「地殻変動観測

による火山活動評価・予測の高度化に関する研究」（H26-30）、経常研究 V「火山活

動の監視・予測に関する研究」（R1-5）において活用された。 

 

（４）事前・中間評価の結果の研究への反映状況 

  事前評価での指摘と対応は以下の通り。 

 ・現在実施中の他の研究課題（B2「地震活動・地殻変動監視の高度化に関する研究」

（H26-30）及び B3「津波の予測手法の高度化に関する研究」（H26-30））と連携し、

得られた成果を積極的に活用しながら進められる体制とする必要がある： 

B2課題において開発された地殻変動検出手法を本課題で取り入れて、副課題１

に関わる解析を行った。本課題の自動震源決定手法により得られた即時・多数の

震源データを用いて、B2課題の地震活動評価に関するツールが開発された。また、

B3 課題において検討が進められてきた津波計算法は副課題２の津波計算に用い

た。 

 ・容易ではないが、1945年三河地震など誘発地震や余震の予測にも取り組んでほし

い： 

誘発地震の予測自体は未だに困難であるが、地震発生シミュレーション手法を

用いて、規模の大きな地震相互の影響評価を行えるようにし、2016年 4月に三重

県南東沖において発生した地震(M 6.5)に適用し、南海トラフ沿いの巨大地震との

関連性の評価を行った。 
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 ・1605 年慶長地震は、南海トラフの地震ではないという説（石橋(2014)）がある。

こういった考えに対して、説明できる知見を本研究で得られることを期待する： 

これまでのところ慶長地震に関する新たな知見は得られていないが、南海トラ

フの地震に関し歴史史料を用いた研究も行った。また、近年日本近海で発生して

いない津波地震については、世界各地で発生した津波地震の地震データを解析し、

日本近海で発生した場合の津波予測上の問題点の検討を進めた。  

   中間評価での指摘と対応は以下の通り。 

 ・副課題２の即時的地震像把握手法の開発は、B1（緊急地震速報）や B3（津波）課

題の後継課題と併合した方がいいのでは： 

本課題の地震像即時把握部分を計画途中で切り離すことはできないが、緊急地

震速報、津波の分野とは連携して計画を進めた。B1 や B3 の後継課題である S 課

題「地震と津波の監視・予測に関する研究」（R1-5）において、緊急地震速報は揺

れから揺れを予測する手法の高度化、津波は沖合の観測値からの波源推定や沿岸

域での後続波の予測精度向上が中心であるが、本課題の後継課題でも両分野と連

携して研究を進める予定である。 

 ・中央防災会議の典型ケースを意識しつつ研究を進めるのが望ましい。ただ 5年や

10年の研究で結論が出るものではない事も留意する必要がある： 

地震像の即時把握は大地震発生時の 2 ケースを、プレート間固着状態監視はス

ロースリップケースを意識した研究を行った。また、本課題の後継課題でも、引

き続き南海トラフ地震臨時情報に結び付く 3 ケースに関連した研究を予定してい

る。 

 ・物理的背景（プレート間固着域の状態変化）に関する説明能力の向上を図るため

の研究にも今後は力を入れて欲しい。他の研究課題の研究成果を適用しつつ、南

海トラフの地震発生ポテンシャルの定量的把握に引き続き努めて欲しい： 

スロースリップや低周波地震が将来の大地震発生とどのような物理的意味を持

ち、どんな現象が発生したら大地震の危険性が高まるのかについては、気象庁か

らも要望の強い課題である。しかし、本課題では長期的スロースリップは再現で

き、一部物理的背景の考察をしたが、短期的スロースリップなど小規模な現象の

再現はできていない。本課題の後継課題では、メッシュ細分化、高速化により、

短期的スロースリップなど小規模な現象の再現をし、まずは現状把握されている

プレート間固着状態変化の物理的背景の説明を試みたい。 

 

（５）今後の課題 

 本課題で取り組んだプレート間固着状況変化の把握や地震像（規模やすべり分布）

の即時把握に関する研究は一定の進展が見られ、開発された複数の手法が気象庁の業

務に取り入れられ、または業務化が検討されている。気象庁では 2019 年 5 月から南

海トラフ地震臨時情報等の提供を開始したが、臨時情報に結び付く大地震発生とスロ

ースリップケースについては、本課題で取り組んだ内容でもある。 

本課題により、津波地震の規模推定や地震の破壊領域の早期把握が可能となったが、

南海トラフ地震臨時情報発表のためには、発生した地震の地震像把握の更なる迅速化
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が必要となる。また、陸域（プレート境界深部）で発生するスロースリップについて

は解析手法が高度化されたが、海域（プレート境界浅部）のスロースリップについて

は不十分である。今後、臨時情報等の発表迅速化、発表につながるすべりの監視強化

のため、主に海域を意識した地震像やスロースリップの推定精度と即時性の向上を図

る研究を進める必要がある。また、地震発生シミュレーションは、長期的スロースリ

ップの再現が可能になったが、現在観測されている短期的・小規模な現象の再現のた

め、メッシュ細分化、高速化を行う必要がある。 

 

５．自己点検 

（１）到達目標に対する達成度 

  スロースリップなど固着状態変化の解析手法の高度化、津波地震を含む地震像の

迅速な把握手法の開発・高度化という目標は概ね達成した。 

（２）到達目標の設定の妥当性 

  開発した複数の手法が気象庁業務に取り入れられ、または業務化が検討され、各

種解析で活用されており、目標は妥当であったと考える。 

（３）研究の効率性（実施体制、研究手法等）について 

  研究担当者間で定期的に打ち合わせ、研究手法について確認するなど、相互の研

究がスムーズに進むようにした。また、併任を含む気象庁担当者とも適宜打ち合わ

せを行い、研究の進捗状況や最新の要望を共有した。以下の共同研究などを実施し、

各研究機関とも連携して研究を進めた。 

 ・東海大学「プレート境界の海底地震活動に関する共同研究」（副課題 1.1 駿河湾

における海底地震観測関連） 

 ・京都大学・東北大学「南海トラフ沈み込み帯におけるゆっくりすべりに関する共

同研究」（副課題 1.1スロースリップ関連） 

 ・国土地理院「GNSS データと地震計データを用いた断層すべり推定に関する研究」

（副課題 2.1地震像即時把握関連） 

 ・防災科学技術研究所「傾斜・ひずみデータを活用したスロー地震解析等に関する

研究」（副課題 1.1スロースリップ関連） 

 ・東京大学地震研究所共同研究「新世代合成開口レーダーを用いた地表変動研究」

（副課題 1.1干渉 SAR関連） 

 ・東京大学地震研究所共同研究「『みんなで翻刻』ソフトを用いた地震研究所所蔵

地震史料の調査・研究」（副課題 1.2古文書関連） 

 ・宇宙航空研究開発機構共同研究「干渉 SAR手法を用いたプレート間固着による定

常的な地殻変動の検出」（副課題 1.1干渉 SAR関連） 

 ・東京大学・沖縄気象台「石垣島のスロースリップ域における重力変化に関する研

究」（副課題 1.1スロースリップ関連） 

 ・大阪管区気象台（地方共同研究）「機械学習を用いた地震波形検測に関する研究」

（副課題 2.2自動震源決定関連） 

 ・沖縄気象台（地方共同研究）「沖縄地方の低周波地震の震源決定と発生状況等の

調査」（副課題 1.1スロースリップ関連） 



12 

 ・科研費（若手研究）「同時多発地震に対応した自動震源推定法による隠れた微小

地震活動の解明」（副課題 2.2自動震源決定関連） 

（４）成果の施策への活用・学術的意義 

  研究成果は、以下のように気象庁業務への活用、各種会議への報告がなされてい

る。 

 （気象庁業務への活用） 

  ・気象庁における南海トラフ沿い深部低周波地震の処理に、2018 年 3 月 22 日か

ら Matched Filter法が導入された。 

  ・気象庁に導入されているスロースリップ用のすべり位置推定ツールに、すべり

分布インバージョン解析を行えるよう機能を追加した。 

  ・気象庁に導入されているひずみスタッキング処理に、ひずみ設置後のトレンド

を補正する処理を追加した。 

  ・自動震源決定手法が 2016 年 4 月 1 日から気象庁の地域地震情報センターデー

タ処理システム(REDC3)に導入された。また、改良版が 2017 年 3 月 22 日から

運用開始された。 

  ・波形相関による自動震源分類処理を気象庁に提供し、2016年熊本地震の余震処

理に活用された（2016年 12月）。 

  ・遠地実体波震源過程解析の準自動解析プログラムを気象庁のシステム上に構築

した（2016年 8月 25日）。 

 （各種会議への報告） 

  ・第 211回地震予知連絡会（2016年 05月 18日）において、平成 28年（2016年）

熊本地震に関する資料（干渉 SAR、近地震源過程解析、余震解析）を提出した。 

  ・南海トラフ沿いの浅部低周波地震の処理にエンベロープ相関法を適用した。処

理結果は 2018 年 4 月以降の地震防災対策強化地域判定会資料に活用されてい

る。 

  ・第 363 回地震防災対策強化地域判定会（2016 年 7月 25 日）において、ひずみ

計データのスタッキング解析から、2013年から継続している長期的ゆっくりす

べりが鈍化していることを報告した。 

  ・第 7 回南海トラフ沿いの地震に関する評価検討会（2018 年 5 月 9 日）、第 16

回南海トラフ沿いの地震に関する評価検討会（2019年 2月 7日）において、志

摩半島付近の長期的スロースリップが 2017～2018 年にかけて発生していたこ

とを報告した。 

  ・GNSS日値を用いた南海トラフ沿い長期的スロースリップ客観検知に関する資料

を 2018 年 2 月から定期的に地震防災対策強化地域判定会、地震予知連絡会に

提出している。 

  ・第 360回地震防災対策強化地域判定会（2016 年 4月 25日）において、2016年

4 月に紀伊半島南東沖で発生したような M6 クラスの地震が南海トラフ巨大地

震に与える影響について報告した。 

  ・第 211 回地震予知連絡会（2016 年 05 月 18 日）において、2016 年 4 月 1 日の

三重県南東沖の地震に関する資料（地殻変動、数値シミュレーション）を提出
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した。 

  ・第 15回津波予測技術に関する勉強会（2018年 2月 21日）において、津波地震

及び海底地すべりなどによる津波の予測技術に関する報告を行った。 

 

（５）総合評価 

 副課題 1では各種データを用いたスロースリップ、低周波微動検出、変動源推定手

法の高度化、南海トラフ巨大地震の発生パターンを再現する地震発生モデル構築など

を行った。副課題 2では、津波地震の規模推定手法開発、海底地すべりや山体崩壊に

関する調査、自動震源決定、すべり分布推定手法の改良などを行った。開発した複数

の手法が気象庁業務に取り入れられ、または業務化が検討され、各種解析に用いられ

ている。目標を達成し、業務的にも重要な貢献をした。 
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６.２ 報道・記事 

・毎日新聞「＜熊本地震＞その後 13 万回発生 九州１年間、前年比 22 倍」（平成

29年 4月 9日） 

・読売新聞「火山の崩壊で起きる津波、予測へ」（平成 30年 5月 28日） 

・日本経済新聞「20XX年、巨大地震が連鎖したら… 富士山は」（平成 30年 8月 5

日） 

・朝日新聞「土砂流入がもたらす津波」（平成 30年 12月 24日） 

 

６.３ その他（３．（３）「成果の他の研究への波及状況」関連） 

 ・気象研究所所長表彰「新たな自動震源決定手法の開発により一元化震源決定業務

の改善・効率化に貢献した功績」（溜渕功史）（平成 29年 2月） 

 ・気象庁長官表彰「新たな震源推定手法の開発により、緊急地震速報の精度向上及

び精密地震解析業務の改善に貢献した功績」（溜渕功史）（平成 29年 6月） 

 

 


